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研究成果の概要（和文）：限界集落の2010年代問題は、インフラと人口の適正規模・適正配置の問題である。
1970年代までに国内で生じた全国的な人口移動の結果、人口の過疎・過密が生じた。他方、インフラはピーク時
の人口にできるだけ合わせて配置されてきた。2000年代以降、現状の人口分布に近づけたインフラ整理の考え方
（選択と集中、効率性など）が進んだことで、インフラの不均衡な配置が目立つようになり、人口の過疎・過密
がとまらなくなった。対応策として、人口の理想的な適正規模・適正配置をまず割り出し、それに合わせたイン
フラや財源の配置を計画することがあげられる。

研究成果の概要（英文）：This study revealed the 2010’problem of underpopulated areas in Japan. It 
is the problem of the balance of population and infrastructure. There were a great migration in 
1960s of Japan, but there were still a balance of population and infrastructure. In 2000s, the ideas
 of choice and concentration promoted to compactify infrastructures, so the underpopulated areas 
could not stop to be underpopulated more. Therefore we have to calculate an appropriate size and 
disposition of population first of all, and make a plan of infrastructure consistent with it.
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年前後に提起された限界集落問題は、
2000 年代になって世間にも知れわたるよう
になった。山下は世代論的アプローチから、
この問題を 2010 年代に顕在化する問題とし
て再提起してきた。 
また研究開始の 2014 年度は、限界集落問
題において大きな各期を迎えた年となった。
2014 年 5 月に発表された日本創成会議の人
口減少・東京一極集中に関わるレポートは、
その後政府の地方創生本部の設置、人口減
少・東京一極集中に関わる長期ビジョン・総
合戦略の策定につながり、今後の過疎化・限
界集落問題を政策的に大きく展開するよう
な問題提起となった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2010 年代後半に入っていよい
よ顕在化してきている限界集落問題に対し、
これまでの予測的議論の段階から、その解体
プロセスについての実証分析、さらには本問
題で生じる現実問題への対処法について検
討したものである。これまでリスク問題とし
て定義してきた限界集落問題を、現在進行形
の危機の問題として扱い、調査研究の遂行お
よび課題の抽出を実施した。 
 また研究開始年度よりはじまった地方創
生政策及び事業を中心に、本研究では政策的
な動きの分析を含めた政策論的アプローチ
をおこない、実態分析を並行する形で研究を
進めた。 
 本研究では、限界集落・過疎地域を、人口
減少／東京一極集中との関わりの中でとら
え、日本社会の総体としてどのような展開が
あり、またどのような対策がなされ、またそ
の成果があがったり、あがらなかったりして
いるのかを考察することとした。そこでは人
口が集まっている地域にも焦点をあて、その
すぐ裏側にある限界集落の実状についても
検討した。 
 
３．研究の方法 
地方創生（まち・ひと・しごと創生）の展
開は、限界集落・過疎問題の課題設定を大き
く変えた。とくに(1)地域別の過疎問題ではな
く、日本全体の人口減少問題に焦点があてら
れた。限界集落問題はその末端地域で生じて
いるものとなった。(2)東京一極集中が人口減
少の原因とされ、その阻止が政策課題とされ
た。限界集落は、中心・東京の反対側にある、
周辺地帯となった。さらに地方創生が展開す
る中で、(3)地方移住が政策的にも、研究とし
ても課題となった。加えて(4)人口が今後どの
ように動き、地域間に再編成されるのかが政
策／研究の課題となった。 
本研究ではまず政策分析として、(1)国の地
方創生政策の経緯とその論理を分析し、加え
て過疎対策の経緯と、現段階での過疎問題
（とくに集落問題）に関する国の考えについ
ての抽出と分析した。また(2)地方創生、限界

集落、少子高齢化に関する、研究者・有識者
の考えについて抽出するとともに、そのタイ
プ分けのほか、政府政策とのつながりについ
ての分析を行った。(3)各県、町村の対応や考
え方について、とくに青森県、岩手県、山形
県、岐阜県、愛媛県、高知県などを抽出して
分析を進めた。 
こうした政策分析に並行して、青森県では
過疎地域を含む市町村にヒアリングを行う
とともに調査票による調査を行い、限界集落
の現状と課題について検討を行った。 
またこれら各地の都市農村関係の形成事
業は歴史的にも多様である。その歴史的背景
にも留意した検討を進めた。 
 
４．研究成果 
 この間に検討した事項については主な発
表論文、著書などを参照。 
本研究でたどりついた 2010 年代問題を一
言で述べれば、インフラと人口の適正規模・
適正配置の問題である。それは、インフラを
用意する国家・政府・行政と、地域・国民の
関係性の問題でもある。 
 各地域の形成は遠く古代まで遡る場合も
あれば、近くは戦後の開拓農村のような例も
あるが、いずれも一定のインフラが提供され
ながらも住民の自律的な生活維持が基本と
なって地域は形成されてきた。 
1970 年代までに国内で生じた全国的な人
口移動の結果、人口の過疎・過密が生じた（人
口の不適正な配置）が、その背景には全国的
なインフラ整備と市場の拡大があった。だが
90 年代までは全総及び過疎法などによって、
過疎・過密前の人口配置を元に財源及びイン
フラの配備が行われたため、インフラも市場
も必ずしも不適正な配置にはなっておらず、
2000 年代の世代転換期（戦前生まれから戦後
生まれ世代へ）には、東京一極集中を緩和し、
都市から農村へと移る世代循環の可能性が
残っていた。2000 年代以降、現状の人口分布
に近づけたインフラ整理の考え方（選択と集
中、効率性など）が進んだことで、インフラ
の不均衡な配置が目立つようになる。そして
このことにより人口の過疎・過密がとまらな
くなり、大都市部に若年世代が集中したため
出生率の低下が生じ、人口減少もとまらなく
なってしまった。 
 その対応策としては、人口の理想的な適正
規模・適正配置をまず割り出し、それに合わ
せたインフラや財源の配置を計画すること
があげられる。都市周辺の過剰なインフラを
適切に縮小するとともに、都市・農村の人口
の適正な配置をうながしていく。本研究では
そのための人口計画と都市・農村計画の連動
の必要性を、地区割／世代割による空間／時
間マネジメントを確立していく手法を中心
に確認した。以上の結論については、山下
（2018）に記した。 
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